

公金事務等の実績調書

	契約相手方
（国・自治体名等）
	契約期間
	業務内容

	記入例
	○○市
	平成30年４月１日から
令和５年３月31日まで
	令和６年政令第12号による改正前の地方自治法施行令第158条第１項の規定に基づく徴収又は収納事務の委託契約

	
	△△市
	令和７年４月１日から
令和10年３月31日まで
	地方自治法第243条の２第１項の規定に基づく公金の徴収若しくは収納又は支出に関する事務の委託契約

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



※　公金事務（公金の徴収若しくは収納又は支出に関する事務）の実績がある場合、原則として、この様式ではなく地方自治法第243条の２第１項の規定に基づく公金の徴収若しくは収納又は支出に関する事務の委託契約書（又は、令和６年政令第12号による改正前の地方自治法施行令第158条第１項の規定に基づく徴収又は収納事務の委託契約書）の写しを提出してください。写しを提出する場合、本様式の提出は不要です。
本様式は、上記の契約書の写しの提出が困難な場合や公金事務の受託実績がない場合に提出してください。
※　公金事務の受託実績がない場合、類似の業務の実績を記載してください。指定管理者の選定とは別途、市において審査を行います。
※　多数ある場合は、過去３か年分を記載してください。
